
労働者派遣事業　許可申請（個人の場合） 1/2

→

■提出様式 ※様式は北海道労働局のホームページからダウンロードしてご利用ください。

①

② ●

③ ●

■添付書類

1 ：

2 ：

1 所得税の確定申告書の写し

納税証明書（その２　所得金額用） ※発行後3ヵ月以内のもの

※証明を受けようとする税目：申告所得税及び復興特別所得税

預金残高証明書／貸付金残高証明書

※複数の口座がある場合は全て同日付、納税期末日のもの

ａ)青色申告の場合　（簡易な記載事項の損益計算書のみ作成する場合を除く）

貸借対照表及び損益計算書

（所得税青色申告決算書・一般用、不動産所得及び農業所得用）

※所轄税務署の受付印のあるもの

ｂ)白色申告又は青色申告で簡易な記載事項の損益計算書のみ作成する場合

土地／建物に係る固定資産税評価額証明書

※不動産の登記事項証明書については添付不要 → 住居表示と家屋番号

　（土地の場合は地番）が相違する場合は家屋番号（土地の場合は地番）

　をお知らせください（不動産番号も可）

※様式第3号（第1面）の「3資産等の状況」欄に記載されたもの

※土地／建物がない場合、現預金のみで基準資産額を満たす場合は不要

： 住居表示と家屋番号が相違する場合は家屋番号をお知らせください

（不動産番号も可）

不動産の登記事項証明書については添付不要

： 不動産賃貸借（使用賃貸）契約書　等

※住民票は家族分不要、発行後3ヵ月以内のもの

1 ： ●

： 写真不要、賞罰の有無、雇用管理経験確認

※「許可・更新等手続マニュアル」P.181参照

派遣元責任者講習会受講証明書の写し

　 ※許可申請の受理日前3年以内に受講したものであること

⑤ ●

教育訓練の受講時間を労働時間として扱い、相当する賃金を支払うこと

を原則とする取扱いを規定した部分

無期雇用派遣労働者を労働者派遣契約の終了のみを理由として解雇

しないことを証する部分

また、有期雇用派遣労働者についても、労働者派遣契約終了時に

労働契約が存続している派遣労働者については、労働者派遣契約

の終了のみを理由として解雇しないことを証する部分

無期雇用派遣労働者又は有期雇用派遣労働者であるが労働契約期間内に

労働者派遣契約が終了した者について、次の派遣先を見つけられない等、

使用者の責に帰すべき事由により休業させた場合には、

労働基準法第26条に基づく手当を支払うことを規定した部分

※「許可・更新等手続マニュアル」P.124参照

※　許可申請についての詳細は「労働者派遣事業を適正に実施するためにー許可・更新等手続マニュアル―」をご確認ください。

※「労働者派遣事業を適正に実施するためにー許可・更新等手続マニュアル―」は北海道労働局のホームページ及び窓口にあります。

労働者派遣事業計画書
様式第3号

（第1面・第2面）
1 2

キャリア形成支援制度に関する計画書
様式第3-2号

（第1面）
1 2

事業所

ごと

提出部数

原本 コピー

労働者派遣事業許可申請書
様式第1号

（第1面・第2面）
1 2

●　複数事業所を同時申請する場合、事業所ごとに作成

③

事務所の使用権を証する書類

自己所有の場合

2

①

代表者に関する書類

※住民票は家族分不要、発行後3ヵ月以内のもの    

住民票　 本籍地の記載があり、マイナンバーの記載がないもの 1 1

履歴書 写真不要、賞罰の有無　 ※「許可・更新等手続マニュアル」P.180参照 1 1

②

直近の事業年度における書類

2

2 1 1

3 1 1

1 2

1 1 1

1

2
履歴書

● 1 1

賃貸等の場合

● 2※転貸借契約の場合：「原契約書」「転貸借契約書」

　　　　　　　　　　「所有者の承諾書」の提出が必要

1

休業手当

2

個人情報適正管理規程 ※「許可・更新等手続マニュアル」P.124参照 2

④

派遣元責任者に関する書類

※代表者が兼務する場合は住民票、履歴書不要

住民票　 本籍地の記載があり、マイナンバーの記載がないもの 1

3 ●

解雇規定
⑥

就業規則又は労働契約の以下の該当箇所の写し

● 2

1 教育訓練 

2

⑦

派遣労働者のキャリア形成を念頭においた派遣先の提供のための事務手引、

● 2

マニュアル等又はその概要の該当箇所の写し
※教育訓練については、有給かつ無償で行われるものであり、教育訓練を受けるためにかかる

　交通費が派遣先との間の交通費よりも高くなる場合は、派遣元事業主が負担することに

　ついて記載されたもの

3
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■参考資料

① ●

※必要に応じて、教育訓練計画の一覧を作成・添付ください。

※添付書類⑥で就業規則を提出した場合のみ提出が必要

■確認書類

※次の4つの内容がわかるもの

１．派遣元責任者の座席 ２．職務代行者の座席

３．プライバシーに配慮した面談室個人情報管理のための鍵付き書庫 ４．プライバシーに配慮した面談室

事業主（住民票所在地）を管轄する労働局

収入印紙 12万円 （2事業所以上申請する場合、1事業所につき5万5千円を追加）

登録免許税 許可1件につき　9万円 ※申請書に貼らないでください。

上記書類の内容によっては、補足資料を追加でお願いする場合があります。

■許可要件等(抜粋）

1 基準資産額 2000万円以上

2 １の額が負債の1/7以上

3 自己名義の現預金 1500万円以上

※　直近の年度決算書で資産要件を確認します。

1 専ら派遣の禁止

2 派遣元責任者 派遣労働者100人ごとに1人選出

雇用管理経験3年有、派遣元責任者講習3年以内に受講

職務代行者の選出

3 事業主、役員、派遣元責任者の欠格事由不該当

4 労働・社会保険適用

5 派遣労働者の教育訓練等、キャリア形成を支援する制度

6 個人情報適正管理規程

7 事業所面積（20㎡以上）

8 風俗営業等への非隣接

9 苦情処理日帰り往復可能地域

10 製造業務専門派遣元責任者（物の製造派遣労働者100人ごとに1人）

■参考：派遣禁止業務について

次の業務では、労働者派遣事業を行うことができません。（法第4条）

港湾運送業務

建設業務

警備業務

病院等における医療関係業務 (一部適用例外あり）

②
様式第3号‐2「４．キャリアアップに資する教育訓練」に記載した訓練の概要一覧表

● 2
（参考資料あり）

事業所

ごと

提出部数

原本 コピー

自己チェックシート 様式第15号 1 2

●　複数事業所を同時申請する場合、事業所ごとに作成

提出先

③
就業規則（労働基準監督署の受理印があるページ）

● 2

④
企業パンフレット等

2
※事業目的が確認できれば、会社案内やホームページを印刷したもの等でも結構です。

⑤
労働保険番号・雇用保険番号及び社会保険の事業所整理記号・事業所番号が確認

● 2
できるもの

①

事業所のレイアウト図
● 2

その他の要件等

（抜粋）

①

②

③

④

※詳しくはお問い合わせください。

手数料等

その他

資産要件

※1事業所につき

※1事業所につき
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